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欧米における共通番号制度の概観

国 特 徴

税
務
番

イタリア
（納税者番号）

2000年以降納税はすべて電子申告に移行。 当初は税務上の本人確認手段

として創設されたが、その後銀行口座開設、不動産登記などの本人確認番号と
して拡大。現在では年金・医療等の社会保障番号としても活用している。

番
号

オーストラリア
（税務番号＝TFN）

プライバシー保護から税に特化する番号体系として納税者番号制度を採用。
番号のみの交付で、カードは発行されていない。
取得は納税者の任意であるが、未取得者は最高税率の源泉が課せられる。

社 アメリカ 社会保障局（SSA）が申請時に付番 取得は任意だが 銀行口座開設 クレ社
会
保
障
番

アメリカ
（SSN番号）

社会保障局（SSA）が申請時に付番。 取得は任意だが、銀行口座開設、クレ
ジット取得、納税等生活のあらゆる場面で求められるため、事実上必須の番号
（州単位で出生時付番＝国民皆番号制に移行しつつある）

カナダ
(社会保険番号）

人的資源開発庁が申請時に付番。 取得は任意だが、銀行口座開設や就業時
の身分証明とし 番号の提示が求められる番

号
(社会保険番号） の身分証明として番号の提示が求められる。

また、納税や年金の取得など一般生活場面で必要になる。

スウェーデン
（Personal ID number）

出生時点で病院から直接申請され、国税庁が付番管理する。あらゆる行政手
続きにおいて普遍的に利用され、また民間の取引においても活用されている。

個
人
登
録

（ e so a u be ） 続きにおいて普遍的に利用され、また民間の取引においても活用されている。

デンマーク
（CPR番号）

内務省中央個人登録局が付番管理。 病院での診察、納税から銀行口座の開
設、レンタルビデオの貸し出しまで、公私を問わず個人認証として利用されてお
り、CPR番号なしではほとんど日常生活が成り立たない。

録
番
号

エストニア
（国民ID番号）

出生届時に国民番号が付番され、eIDカードが配布される。
身分証明書、運転免許証、パスポート、健康保険証などとして携行。
認証・署名の証明書を使って電子政府サービスや電子投票も可能。

ベルギー 出生届時に発給され National Registry Networkによって管理 ベルギー国内
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ベルギ
（RRN番号）

出生届時に発給され、National Registry Networkによって管理。ベルギ 国内
の官民サービス共通で利用するとともに、EU域内の相互利用も確保。



海外の共通番号と国民IDの類型化

 既存の共通番号をそのまま国民IDとして利用しているケース

– スウェーデン、デンマーク、ベルギー等 （社会保障に関してEU標準ｅＩＤへも対応）スウェ デン、デンマ ク、ベルギ 等 （社会保障に関してEU標準ｅＩＤへも対応）

– 韓国 （インターネット申請用IDとしてiPINの導入がなされている）

 既存の共通番号に基づいて新たな国民ID体系を導入しているケース 既存の共通番号に基づいて新たな国民ID体系を導入しているケース

– オーストリア （ZMRを基本にsourcePIN,ssPINを生成するセクトラル・モデル）

特定アプリケ シ ンの個人識別子を国民IDとして拡張しているケ ス 特定アプリケーションの個人識別子を国民IDとして拡張しているケース

– イタリア （納税者番号を官民共通の本人確認番号に拡張）

– アメリカ （社会保障番号（SSN）をデファクト国民IDとして利用）

ダ 社会保険番 を拡– カナダ （社会保険番号を拡張）

 共通番号を特定アプリケーションに限定しているケース

– オーストラリア （税務番号を税務に特化して利用）

– ドイツ （納税者番号を税務に特化して利用）
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エストニアのeIDカード

15歳以上の全国民に強制的にeIDカードを配付
公務員はその権限に従って個人情報を参照する
市民は参照履歴をリモートログインで確認できる
「所持・提示」「認証」「電子署名」の用途がある「所持・提示」「認証」「電子署名」の用途がある

所持・提示 認証
－EU内パスポート

－身分証明書

－運転免許証の代用

チケ ト（公共交通機関）

認証

－市民・企業・公務員向けポータルへのアクセス

電子署名

利用範囲

－eチケット（公共交通機関）

－健康保険

電子署名

－電子投票、eデモクラシー（TOM)、－eバンク

e-Tickets

住民登録Mobile

Internet

【利用例（IDチケット）】

IDチケットを購入した利用者は身分証明書を示す。
検札員がハンドタイプのリーダでＩＤカードを読取る。

Cash

購入履歴を確認する。
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スウェーデンの記入済み税務申告書

スウェーデンの課税処理は国民番号をもとに行われているスウェ デンの課税処理は国民番号をもとに行われている。
国税庁側であらかじめ記入した申告内容を配付し、納税者が確認・修正する方式を取っている。

給与支払情報
銀行の利子国 記入済み税務申告銀行の利子
不動産売却益
有価証券取引利益
－等の情報を収集

2月 5月

国
税
庁

記入済み税務申告
書を納税者に郵送

1月 4月納
税
者

確認・修正申告
雇用主から１年間
の給与明細を入手

SMS・電話：修正がない場合
PIN-CODE：軽微な修正の場合
eID：複雑な以下申告等がある場合eID：複雑な以下申告等がある場合

※PIN-CODEは記入済み申告書に記載されている

※eIDは以下の民間3社が発行している。
BankID（ネットバンクのコンソ シアム）BankID（ネットバンクのコンソーシアム）
Nordea（ネットバンクを行っている銀行）
Telia(電話事業者）

証明書利用料は政府が肩代わりしており、
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国民は無料でeIDを取得し利用できる

韓国のHomeTAX

H T サ ビスにログインすると 個人の年間の給与所得や金融所得 医療費 教育費などがHome Taxサービスにログインすると、個人の年間の給与所得や金融所得、医療費、教育費などが
記載された情報が表示され、修正箇所を入力することで電子納税申告が完了する。
税収が確実に捕捉可能となるとともに、社会全体における税の透明化が実現した。

ログアウト マイページ 所得控除資料照会 所得控除資料提供 納税者コーナー

保険料 医療費 教育費 クレジット 現金領収書 退職年金

事業者控除 住宅控除 住宅積立金控除 株式型貯金 寄付金

医療費の明細
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デンマークの市民向けポータル

デンマークではデータ標準化とデータ連携を徹底的に行っている。デンマ クではデ タ標準化とデ タ連携を徹底的に行っている。
（例：自転車盗難の際、インターネットで警察に申告すると盗難保険金が自動的に振り込まれる）

2007年1月、市民向けポータル「Borger.dk」を開設。
データ標準や共通ガイドラインにより、省庁・機関間のデータ連携を実現し各種サービスを統合した。

認証コンポ ネントを共通化し 各省庁 機関が提供する電子政府サ ビスへのシングルサインオンを

電子行政サービスをまとめたポータル

認証コンポーネントを共通化し、各省庁・機関が提供する電子政府サービスへのシングルサインオンを
可能にした。

電子行政サ ビスをまとめたポ タル
データ標準や共通ガイドライン

コンポーネントの共有

データ標準や共通ガイドライン

各省庁のデータやシステム

出典：デンマークIT＆Telecom庁提供資料

「Borger dk」ではMyPegeを開設しており Digital Signatureによりログインすることで 各省庁・機関が
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「Borger.dk」ではMyPegeを開設しており、Digital Signatureによりログインすることで、各省庁 機関が
保有するパーソナライズした情報を閲覧し、各種申請を可能にしている。
－自分がどのような権利を持っているか？ －育児休暇があと何日取得可能か？ －有給病欠が何日可能か？等々

ベルギーのCrossroad Bank

12歳以上の国民に対しeIDとその格納媒体で12歳以上の国民に対しeIDとその格納媒体で
あるeCadeを発給。
eIDおよびeCardは、ベルギー国内における
官民サービスに共通して利用されるとともに、
EU域内での相互利用性も確保されている。

ベルギーのCBSS（Crossroade Bank for Social Security）は、社会保障分野における官民のバック
オフィス連携を実現するために構築されたオフィス連携を実現するために構築された。
現在は労働関係を中心に社会保障に関する７アプリケーション（障害者雇用、労働災害、傷病休業、
育児休業、高齢者再雇用、休日深夜勤務、失業）の受給資格管理、保険料徴収、補助金・手当て等
の給付等のサービスを提供している。

CBSSは約3000機関とのゲートウェイを持ってお
り、以下のメリットを提供している。

諸手続に必要な証明書等の約210種類の
添付書類を廃止
手続の統合により約50の申請書類を廃止、
約30種類の申請書類を簡略化約30種類の申請書類を簡略化
同一イベントで関連する手続のワンストップ化
雇用者の社内人事、経理システムとの
シームレスな連携

が
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受給資格が確認できるクライアントに対する
補助金等を申請なしに自動給付



その他EUで実現が見込まれている公共サービス

国民IDのアプリケーション分野を拡大することによって、その効果は一層高まることが期待される。

ベルギーを始めとして計画されているサービスは以下のようなものが想定されている。

 H lthe-Health
－電子カルテ管理（EHRs：e-Health Records Management）
－症例検索（Clinical Data Mining）

Ge-Government
－オンライン照会・問合せ
－ワンストップ・オンライン申請・届出

公文書保存（TAS：Trusted Archives）
－個人交通違反記録（Criminal Records for Road Hogs）
－個人健診記録（Personal Medical Information）

電子署名文書長期保存（Long-Term Archival of Digitally Sighed Documents）

電子商取引（Financial）
－インターネット・ショッピング
－インターネット・バンキング
－電子契約
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活 場 お る合意 成が重

共通番号に関する課題と論点

利活用場面における合意形成が重要

共通番号導入の是非論を先行させるのではなく、どのようなサービス分野あるいはサービス形態で効果が
期待できるのかを明らかにして合意形成を図る必要がある

ID管理モデルの確立

「フラットモデル」「セパレートモデル」「セクトラルモデル」は、それぞれ長所と短所がある
どのID管理モデルであれ その欠点をカバ する方策が必要になる

成りすまし（番号詐称） の対策

どのID管理モデルであれ、その欠点をカバーする方策が必要になる。
ID管理モデルが確立しない、もしくは意識されないまま、個別のシステムが構築されていくと、バックオフィス
の連携が出来ない、ないし連携すると非常に脆弱なシステムになってしまう可能性が高い

成りすまし（番号詐称）への対策

米国・韓国等での番号詐称：共通番号をパスワードと同じ役割として利用することで発生
（銀行口座開設、製品やチケットの購入、携帯電話の契約、共通番号の売買、、、等々）

共通番号と 番号に基づく本人を証明する手段（eID等の証明書）の双方を導入する必要がある

恣意的な名寄せに対する対策

共通番号と、番号に基づく本人を証明する手段（eID等の証明書）の双方を導入する必要がある

個人情報保護のための第三者機関の設置個人情報保護のための第三者機関の設置
（欧州におけるデータ保護機関（DPC）は、独立した権限のもとで公的システムの監視、プライバシー侵害
への対応等を行っている）

個人情報のアクセス記録の本人への開示
個人情報侵害に対する罰則規定の強化個人情報侵害に対する罰則規定の強化
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（まとめ）国民IDに関する論点

共通番号 電子化に関らず 出生時等に悉皆的に発給される番号

電【目的】 利用者の利便性 手続の確実性

共通番号 電子化に関らず、出生時等に悉皆的に発給される番号

国民ID サービスの電子化において共通に用いられる個人識別子

電
子
手
続
に

認
証
・
電
子

【目的】 利用者の利便性、手続の確実性
• サービス手続ポータルの提供
• ワンストップサービス、シングルサインオン

【条件】 情報セキ リティの確保に
お
け
る
個

子
署
名
の
基

【条件】 情報セキュリティの確保
• 成りすまし、事後否認防止

【運用】 IDの発給、失効、記録形態等
番号 表意性 視性（秘匿性）

国民IDの役割

個
人盤 • 番号の表意性、可視性（秘匿性）

• 従前の書面による手続との併用

サ
ー
ビ
ス

の
た
め
の

【目的】 プッシュ型サービスの提供、バックオフィスの効率化
• サービス機会損失、不正受給等防止による公平性確保
• サービス機関相互の個人情報連絡、閲覧、証明等の労力削減

【条件】 個人情報保護ス
間
情
報
連

の
個
人
識
別

【条件】 個人情報保護
• 適用範囲の制限、情報漏洩防止、危機管理
• 個人情報アクセス・トレーサビリティ

【運用】 個別サービスの既存識別子との関連連
携

別
子

【運用】 個別サ ビスの既存識別子との関連
• 国民IDと既存識別子の併存
• 既存識別子の国民IDへの置換え可能性
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（参考）ID管理モデル

モデル 形態 特徴 問題点

フラットモデル
エストニア
スウェ デン

一つの識別番号を全て
の機関で共通で利用する

各機関が保有する情報

不正利用や漏洩時の
データマッチングリスクが
相対的に高い

APP 1
スウェーデン
デンマーク
ベルギー
韓国
・・・

各機関が保有する情報
の連携が容易

各種行政カードを統合し
やすい

相対的に高い

ＩＤ
APP 2

APP 3
・・・

セパレートモデル

行政分野ごとに異なる
個人識別番号を付番

不正利用や漏洩時の危

個人情報の紐付けが難
しく情報連携が困難

セクターごとに別の番号APP 1

ＩＤ１

ドイツ
スロベニア
（日本）

険性が相対的に低い

「国民総背番号制」とは
一線を画している

があるため行政カードの
統合が不可能

APP 2
ＩＤ2

APP 3
ＩＤ3

統一番号からセクター
ごとに異なる番号が生成
される

個人情報の連携には法
的な手続きが伴うため、
連携手続きに手間がかかAPP 1

ＩＤ１

一

APP 2

セクトラルモデル
オーストリア

される

分野別に番号が異なる
ため不正利用の危険性
が相対的に低い

カードに収納する識別

連携手続きに手間がかか
る（自らの裁量では情報
連携を不可能にしている）

ＩＤ

APP 1

ＩＤ２

ＩＤ３

APP 2

方
向
関
数

カ ドに収納する識別
番号は1つで済む

ＩＤ３

APP 3
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（参考）ネット社会における身分証明

ネット社会の身分証明は「認証（Authentication）」「電子署名（electronic Signature）」
によって支えられる。

確かな「認証」「電子署名」は、確実な「識別（Identification）」によって成り立つ。

確実な「識別」は、ネット社会における社会基盤である。

認証・署名が必要なサービス
認証・署名が必要なサービス

認証・署名が必要な各種サービス

利用者がアクセスの権利の有しているか
利用者が本人であるか、等々の確認手段

本人の意思に基づく電子文書であるか
等々、否認・偽造・改竄の防止の手段

認 証
Authentication

電子署名
electronic Signature

識 別
Identification
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（参考）個人情報に関する国民意識

あなたの個人情報があなたの知らないうちに第三者（企業や役所を含む）に知られる可能性について、次の個人情報の項目について
あなたのお考えに近いものを選んでください ( 2020)あなたのお考えに近いものを選んでください。(n=2020)
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2009年5月「国民番号制度に関する日韓国民意識調査」(EABuS) より



国 控除 手当名 算定のための情報

（参考）各国の税額控除施策

国 控除・手当名 算定のための情報

アメリカ

勤労所得税額控除 勤労所得、投資所得

児童税額控除 未成年扶養者数、所得額

勤労所得に対する税額控除 勤労所得

イギリス
就労税額控除 就労時間数、扶養児童の有無

児童税額控除 16歳未満の扶養児童数

ドイツ 児童手当 18歳未満の扶養児童者数、所得額

フランス 雇用のための手当て 所得額、扶養者構成

オランダ 被用者税額控除 勤労所得額オランダ 被用者税額控除 勤労所得額

スウェーデン 就労税額控除 所得額

カナダ

生活必需品に係る付加価値税の還付 所得額、家族の人員構成

カナダ児童手当 18歳未満の扶養者数 所得額カナダ カナダ児童手当 18歳未満の扶養者数、所得額

就労所得手当 所得額、扶養者・被扶養者の区分

家族税額控除 18歳以下の扶養児童数

ニュージーランド
就労税額控除 勤労時間数、18歳以下の扶養児童数

新生児税額控除 生後8カ月までの新生児の有無

最低家族税額控除除 所得額、18歳以下の扶養児童の有無
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韓国 勤労奨励税制
18歳未満の扶養者の有無、家族所得額、
住居環境、住宅を含む財産の合計

電子政府法

（参考）オーストリアの電子政府法体系

電子政府法
(e-Government Gesetz)

市民カード

PIN Id tit Li kの記録媒体

sourcePIN登録簿

PIN交付のための仮想登録簿
sourcePIN登録規則行政手続法 sourcePIN,IdentityLinkの記録媒体

論理的カードで物理媒体は選択可

sourcePIN

ZMRからハッシュ関数により生成
PIN生成の目的のみに使用

sourcePIN交付のための仮想登録簿
DPCによって監督される

補助登録簿

ZMRのない自然人および法人の登録
PIN生成が目的

sourcePIN登録規則

補助登録規則

行政手続法
(1991)

デ タ保護法 ssPIN生成の目的のみに使用

Identity Link

市民カードの正当な所有者の証明
sourcePIN登録局の電子署名による

sourcePIN生成が目的

標準文書登録簿

個人の身分等属性情報の登録
CRRが管理し各セクタが照会

補助登録規則
データ保護法

(2000)

ssPIN

セクター毎の個人識別番号
sourcePINとセクタ番号から生成

官職署名

電子通知、証明の真正性の認証
電子政府

セクター分類規則
電子署名法

電子代理権電子代理権

代理人の市民カードに委任者登録
sourcePIN登録局の権限

文書サービス法

送達サービス規則

交付通知様式規則
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地方登録局

（参考）オーストリアのセクトラルモデル

中央国民登録局（CCR)

国民登録番号(ZMR)発給
標準文書登録

sourcePIN登録局

sourcePIN生成
Identity Link認証

ZMR

地方登録局
（出生、婚姻･･･）

地方登録局
（出生、婚姻･･･）

標準文書登録
Identity Link認証
市民カードへ記録

市民カード

地方登録局
（出生、婚姻･･･）

登録件数約１０万件
（人口800万）市民カ ド

sourcePIN

sourcePINsourcePIN
＋セクターコード(XX)

＝ssPIN
セクターXX

sourcePIN
＋セクターコード(YY)

行政サービスA
ssPINで

個人情報管理

行政サービスB
ssPINで

個人情報管理

行政サービスC
ssPINで

個人情報管理

＋セクタ コ ド(YY)
＝ssPIN

セクターYY

３６セクター＋２民間セクター（金融機関）
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（参考）スペインの電子政府法体系

法律2007年11号
国民による公共サービスの電子的利用に関する法律

第1部
国民の権利と行政機関の義務

第2部
電子行政事務の運用

 国民は電子的手段による行政手続
を選択する権利を有する

 各行政機関の電子オフィスによる
行政手続電子化の統合運用

スペイン国憲法149.1.18条
行政事務基盤整備
行政手続の共通性 行政機関個

別の電子化
を選択する権利を有する

 国民は１以上の行政機関が既に保
存するデータを重複して行政機関
に提供しない権利を有する。

 行政機関は国民のこの権利の執行
に対応する手段を整備する義務を
負う

行政手続電子化の統合運用

 国民識別カードによる個人の電子
的識別・認証と電子証明

 個人基本データの電子的登録およ
び通知

 電子公文書の公証性および保存

EC勧告2006年123号
EU域内で平等に公共サービ
スを享受する自由に対する

障害の排除
EU域内での

行政手続の

の排除

第3部
行政事務の電子的管理と透明性

第4部
行政機関相互の連携

負う。

法律1992年30号
行政手続および処理の標準化

に関する法律 電子行政手続
権利

行政手続の
共通化

 行政機関は所管行政手続個別事案
に関して進捗状況の電子的管理の
義務を負う。

 当該事案当事者に対する電子的情
報開示の義務を負う。

 国、自治領および地方公共団体の
行政機関は処理の相互連携、相互
接続性を確保する義務を負う。

 同じく行政機関はアプリケーショ
ンと情報通信技術適用手法の相互

に関する法律

法律1999年15号
個人データ保護法 補完関係

を国民の権利
として明文化

報開示の義務を負う。 ンと情報通信技術適用手法の相互
横展開を保障する義務を負う。
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電子化文書を前提とした電子政府の構築

（参考）韓国の電子政府法

電子化文書を前提とした電子政府の構築
第8条・・・行政機関の主要業務は電子化を原則とし、電子的処理が可能な業務は電子的に処理される
第16条・・・行政機関の文書は電子文書を基本として作成・発送・受付・保管・保存及び活用される
第33条・・・行政機関への申請事項は、地方自治体を含む関係法令に関わらず電子文書で申請可能

申請の処理結果は、本人が希望、又は電子文書で申請等をしたときは、電子公文書で通知する申請の処理結果は、本人が希望、又は電子文書で申請等をしたときは、電子公文書で通知する

行政へ出向かずに申請可能な環境を提供
第34条・・・行政機関は、民願者が当該機関を直接訪問しなくても民願業務を処理することができるように関係

法令の改善 必要な施設及びシステムの構築等諸般措置を準備する法令の改善、必要な施設及びシステムの構築等諸般措置を準備する
第37条・・・行政機関は、国民生活と関連した行政情報等をインターネットに掲示する方法で国民に提供する

電子署名による電子文書の送受信が原則
第18条・・・個人 法人又は団体が本人であることを確認する必要がある電子文書を行政機関に送信する場合第18条・・・個人、法人又は団体が本人であることを確認する必要がある電子文書を行政機関に送信する場合

には、電子署名により本人であることを確認する

行政情報を共同利用することが原則
第11条 行政機関は 収集 保有している行政情報を他の行政機関と共同利用しなければならず 他の行政第11条・・・行政機関は、収集・保有している行政情報を他の行政機関と共同利用しなければならず、他の行政

機関から行政情報を提供を受けることができる場合には、同一内容の情報を別に収集しない

重複投資の禁止と標準化の推進
第13条 行政機関がソフトウ アを開発する場合には 重複開発とならないような措置を採らねばならない第13条・・・行政機関がソフトウェアを開発する場合には、重複開発とならないような措置を採らねばならない
第25条・・・電子公文書、行政コード及び行政機関において共通的に使用される行政業務用コンピュータ等の

標準化のために必要な措置を採る

電子政府成果の評価と公開の義務化
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電子政府成果の評価と公開の義務化
第46条・・・中央事務管掌機関の長は、各行政機関が推進した電子政府事業を総合評価し、その結果を情報

化推進委員会及び国会に提出

第１章 総則

（参考）日本のIT基本法

第１章 総則
すべての国民が情報通信技術の恵沢を享受できる社会を実現
経済構造改革の推進及び産業国際競争力の強化を図る
ゆとりと豊かさを実感できる国民生活の実現
活力ある地域社会の実現及び住民福祉の向上活力ある地域社会の実現及び住民福祉の向上
利用の機会等の格差の是正
上記実現に向けた国及び地方の役割を規定するとともに、国民の理解を得るための施策を講じる

第２章 施策の策定に係る基本方針第２章 施策の策定に係る基本方針
高度情報通信ネットワークの一層の拡充等の一体的な推進
世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成
教育及び学習の振興並びに人材の育成
電子商取引等の促進と行政の情報化の推進電子商取引等の促進と行政の情報化の推進
・・・等々

第３章 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の設置
IT戦略本部の体制ならびに役割を規定IT戦略本部の体制ならびに役割を規定

第４章 高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する重点計画
施策の実現のために重点計画を策定する
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